
砥部町公共下水道事業会計予算書

令　和　２　年　度



議案第２１号

　（総　則）

第１条 令和２年度砥部町公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）排水対象戸数 戸

（２）年間汚水処理水量 ㎥

（３）１日平均処理水量 ㎥

（４）主要な建設改良事業
管渠整備工事

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款 下水道事業収益

第１項 営業収益

第２項 営業外収益

第３項 特別利益

収入合計

第１款 下水道事業費用

第１項 営業費用

第２項 営業外費用

第３項 特別損失

第４項 予備費

支出合計

　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額149,259千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額22,378千円

第１款 下水道資本的収入

第１項 企業債

第３項 補助金

第４項 負担金及び分担金

第５項 他会計負担金

第６項 他会計出資金

収入合計

第１款 下水道資本的支出

第１項 建設改良費

第２項 企業債償還金

支出合計 509,399 千円

千円

360,140 千円

509,399 千円

360,140 千円

20,000

支 出

376,819 千円

132,580 千円

9,000

150,000 千円

14,840 千円

千円

千円

315,574 千円

500

収 入

166,300 千円

3,310 千円

50 千円

332,238 千円

千円

315,574 千円

332,238 千円

96,598

235,590

50

千円

千円

千円

収 入

と過年度分損益勘定留保資金126,881千円で補てんするものとする。）。

令和２年度　砥部町公共下水道事業会計予算

千円

1,955

1,200

351,000

438,000

支 出

311,714
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　（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

千円 1　借入先 年5.0％以内

政府、銀行、

その他

2　借入方法

証書借入

証券発行

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、500,000千円とする。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）各項に計上した予定額に過不足を生じた場合における同一款内で、これらの経費の各項間
の流用

　（議会の議決を経なければ流用できない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ
れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１）職員給与費

　（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業助成のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は126,000千円である。

令和２年２月２０日提出

47,252 千円

　　砥部町長　佐川秀紀

償還の方法

ただし、利
率見直し方法
で借り入れる
資 金 に つ い
て、利率見直
しを行った場
合は、当該見
直し後の利率

　政府資金については、
その融資条件により、銀
行その他の場合にはその
債権者と協定するものに
よる。ただし、企業財政
その他の都合により措置
期間及び償還期限を短縮
し、又は繰上償還もしく
は低利に借り換えること
ができる。

利率

公共下水道

整備事業

166,300

起債の目的 限度額 起債の方法
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1 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 15～50年

構築物 10～50年

機械及び装置 6～20年

工具、器具及び備品 2～15年

2 引当金の計上基準

（1）退職給付引当金

（2）賞与引当金・法定福利費引当金

（3）貸倒引当金

3 その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

（1）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。

（2）リース取引の処理方法

　令和元年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

所有権移転外ファイナンス・リース取引

1 年 内 811 千円

1 年 超 102 千円

計 913 千円

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、翌年度の支給見込額のうち当事
業年度の負担に属する額を計上している。

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当要支給額の
うち、当事業会計で負担すべき額を計上している。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっている。

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計
上している。
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収　　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 下水道事業収益

1 営業収益

1 下水道使用料

2 他会計負担金

3 その他営業収益

2 営業外収益

1 受取利息

2 他会計補助金

5 長期前受金戻入

6

7 雑収益

3 特別利益

2 過年度損益修正益

支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 下水道事業費用

1 営業費用

1 管渠費

2 処理場費

3 業務費

4 総係費

5 減価償却費

6 資産減耗費

2 営業外費用

1 支払利息

3 その他営業外費用

3 特別損失

3 過年度損益修正損

4 予備費

1 予備費

令和２年度　砥部町公共下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

88,526

款 項 目 予定額

款

備考

96,598

332,238

項 目 予定額

2

50

消費税及び地方消費税還付金

235,590

740

3,310

311,714

500

80,022

191,568

49

備考

315,574

50

93,518

7,962

110

38,835

126,000

16,000

70

332,238合　　計

合　　計 315,574

3,300

500

10

50

500

50
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収　　入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 下水道資本的収入

1 企業債

1 企業債

3 補助金

1 国庫補助金

4 負担金及び

分担金 1 受益者負担金

5 他会計負担金

1 一般会計負担金

6 他会計出資金

1 一般会計出資金

支　　出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1 下水道資本的支出

1 建設改良費

1 施設建設改良費

2 企業債償還金

1 企業債償還金

款 項 目

合　　計 509,399

132,580

132,580

376,819

376,819

予定額 備考

509,399

150,000

166,300

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 備考予定額

合　　計 360,140

14,840

14,840

9,000

9,000

20,000

20,000

166,300

150,000

360,140
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（単位：千円）

1 業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益 1,289

減価償却費 191,568

固定資産除却費 49

退職給付引当金の増減額 0

貸倒引当金の増減額 △ 125

賞与引当金の増減額 17

長期前受金戻入額 △ 93,518

受取利息 △ 2

支払利息 3,300

有形固定資産売却損益 0

未収金の増減額（△は増加） △ 6,314

前払金の増減額（△は増加） 47,000

その他流動資産の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） △ 1,748

前受金の増減額（△は減少） 0

その他流動負債の増減額（△は増加） 0

小計 141,516

受取利息 2

支払利息 △ 3,300

業務活動によるキャッシュフロー 138,218

2 投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出 △ 453,658

有形固定資産の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 178,327

負担金等による収入 21,663

出資による支出 0

基金の積立による支出 0

基金の取崩しによる収入 0

投資活動によるキャッシュフロー △ 253,668

3 財務活動によるキャッシュフロー

一時借入による収入 0

一時借入金の返済による支出 0

長期借入による収入 213,500

長期借入金の返済による支出 △ 132,580

出資金による収入 20,000

財務活動によるキャッシュフロー 100,920

資金増加額（又は減少額） △ 14,530

資金期首残高 324,623

資金期末残高 310,093

令和２年度　砥部町公共下水道事業会計予定キャッシュフロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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１　総　括 (単位：千円)

　(手当の内訳) (単位：千円)

２　給料及び手当の増減額の明細 (単位：千円)

給　与　費　明　細　書

区　分
職員数 給　　与　　費

法定福利費 合　計
一般職(人) 給　料 手　当 計

本年度

損益勘定支弁職員 3 13,184 10,342 23,526

計 6 22,940 16,838

4,436 27,962

資本勘定支弁職員 3 9,756 6,496 16,252 3,038 19,290

39,778 7,474 47,252

前年度

損益勘定支弁職員 3 13,067 11,898 24,965 4,537 29,502

資本勘定支弁職員 4 13,232 9,259 22,491 3,983 26,474

計 7 26,299 21,157 47,456 8,520 55,976

比　較

損益勘定支弁職員 0 117 △ 1,556 △ 1,439 △ 101 △ 1,540

資本勘定支弁職員 △1 △ 3,476 △ 2,763 △ 6,239 △ 945 △ 7,184

計 △1 △ 3,359 △ 4,319 △ 7,678 △ 1,046 △ 8,724

※賞与引当金を含む

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当
時 間 外
勤務手当

期末手当 勤勉手当
管 理 職
手　　当

児童手当 退職給付費

本年度 978 0 243 818 5,596 3,934 1,008 360 3,901

前年度 678 0 267 1,024 6,289 4,371 1,008 260 7,260

比　較 300 0 △ 24 △ 206 △ 693 △ 437 0 100 △ 3,359

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　　明 備　　考

給　　料 △ 3,359

給与改定に伴う増減分 31

昇給に伴う増減分 397

その他の増減分 △ 3,787 職員の異動等による

職員手当 △ 4,319

給与改定に伴う増減分 △ 1,130
　期末手当 △ 693

　勤勉手当 △ 437

その他の増減分 △ 3,189

職員の異動等による

　扶養手当 300

　通勤手当 △ 24

　時間外勤務手当 △ 206

　児童手当 100

　退職給付費 △ 3,359
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３　給料及び手当の状況

 （１） 職員一人当たりの給与 (単位：円、歳)  （２） 初任給 (単位：円)

 （３） 級別職員数 (単位：人、％)

　(級別の基準となる職務)

区　　分 行 政 職
区　分 行 政 職

一般会計の制度

令和2年１月１日現在

平均給料月額 317,329 行 政 職

平均給与月額 352,151 高　校　卒 151,353 151,353

平 均 年 齢 43.0 大　学　卒 183,111 183,111

平成31年１月１日現在

平均給料月額 311,263

平均給与月額 360,403

平 均 年 齢 43.4

区　分
行　　政　　職

級 職員数 構成比

令和2年１月１日現在

６級 1 16.7

５級 1 16.7

４級 1 16.7

３級 2 33.3

２級

１級 1 16.7

計 6 100.0

平成31年１月１日現在

６級 1 14.3

５級 1 14.3

４級 1 14.3

３級 3 42.9

２級

１級 1 14.3

計 7 100.0

区　分 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行政職 課　長 課長補佐 専門員 係長、主任 主　事 主　事
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 （４） 昇給 (単位：人、％)  （５） 期末手当・勤勉手当 (単位：月分)

 （６） 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 (単位：月分)

 （７） その他の手当

区 分 行政職
区分

支給期別支給率
支給率計

　職制上の段階、
　職務の級等に
　よる加算措置

本

年

度

職員数　　　　　(Ａ) 6 ６月

2.225 4.450 有

12月

昇給に係る職員数(Ｂ) 6 本年度 2.250 2.250

2.250 2.250 4.500

4.500 有

号給数別内訳

２号給 前年度 2.225

有

６号給

８号給

比率　(Ｂ)　／　(Ａ) 100.0

４号給 6 一般会計の制度

前

年

度

職員数　　　　　(Ａ) 7

昇給に係る職員数(Ｂ) 6

号給数別内訳

２号給

４号給 6

６号給

８号給

比率　(Ｂ)　／　(Ａ) 85.7

区　分
支給率

その他の加算措置等 備考
20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

(２～20％加算)

一般会計の制度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置

（支給率等） (２～20％加算)

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 同

住居手当 同

通勤手当 同
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期　間 金　額 期　間 金　額 損益勘定留保資金

千円 千円 千円 千円

砥部浄化センター等
維持管理業務委託

144,392 ― ―
令和2年度
から令和4
年度まで

144,392 144,392

（消費税及び地方消費税込）

事　　　項

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義務発生予定額

左の財源内訳
限度額
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（単位：千円）

1．営　業　収　益

 (1) 下 水 道 使 用 料 74,841

 (2) 他 会 計 負 担 金 7,942

（3）そ の 他 営 業 収 益 548 83,331

2．営　業　費　用

 (1) 管 渠 費 324

 (2) 処 理 場 費 64,570

 (3) 業 務 費 350

 (4) 総 係 費 37,589

 (5) 減 価 償 却 費 184,398

 (6) 資 産 減 耗 費 0

 (7) そ の 他 営 業 費 用 0 287,231

営業損失 203,900

3．営 業 外 収 益

 (1) 受 取 利 息 2

 (2) 他 会 計 補 助 金 120,000

 (3) 国 庫 補 助 金 0

 (4) 長 期 前 受 金 戻 入 88,106

 (5) 雑 収 益 125 208,233

4．営 業 外 費 用

 (1) 支 払 利 息 3,381

 (2) その他営業外費用 10 3,391 204,842

経常利益 942

5．特　別　利　益

 (1) 過年度損益修正益 0 0

6．特　別　損　失

 (1) 過年度損益修正損 0

 (2) そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

942

2,602

3,544

令和元年度　砥部町公共下水道事業予定損益計算書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

当年度未処分利益剰余金
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1. （単位：千円）

(1)

(ｲ) 1,330,712

(ﾛ) 399,276

△ 104,019 295,257

(ﾊ) 5,916,412

△ 665,473 5,250,939

(ﾆ) 1,295,342

△ 556,860 738,482

(ﾎ) 0

0 0

(ﾍ) 1,076

△ 920 156

(ﾄ) 59,855

7,675,401

7,675,401

2.

(1) 324,623

(2) 46,141

△ 530 45,611

(3) 47,000

417,234

8,092,635

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 ･ 預 金

未 収 金

前 払 金

　貸　倒　引　当　金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和元年度　砥部町公共下水道事業予定貸借対照表（令和2年3月31日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地
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3.

(1) 3,596,619

(2) 12,611

3,609,230

4.

(1) 132,580

(2) 5,263

(3) 0

(4) 4,221

142,064

5.

(1) 3,619,716

(2) △ 602,207

3,017,509

6,768,803

6.資     本     金

(1) 715,551

715,551

7.剰     余     金

(1)

(ｲ) 604,737

604,737

(2)

(ｲ) 3,544

3,544

608,281

1,323,832

8,092,635

利益剰余金金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

前 受 金

引 当 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

引 当 金

－13－



1. （単位：千円）

(1)

(ｲ) 1,330,712

(ﾛ) 399,276

△ 115,975 283,301

(ﾊ) 6,409,531

△ 777,458 5,632,073

(ﾆ) 1,300,688

△ 624,404 676,284

(ﾎ) 0

0 0

(ﾍ) 1,076

△ 1,003 73

(ﾄ) 15,000

7,937,443

7,937,443

2.

(1) 310,093

(2) 52,705

△ 655 52,050

(3) 0

362,143

8,299,586

令和２年度　砥部町公共下水道事業予定貸借対照表（令和3年3月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

現 金 ･ 預 金

未 収 金

流 動 資 産

前 払 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

　貸　倒　引　当　金

－14－



3.

(1) 3,672,981

(2) 12,611

3,685,592

4.

(1) 137,139

(2) 3,514

(3) 0

(4) 4,238

144,891

5.

(1) 3,819,707

(2) △ 695,725

3,123,982

6,954,465

6.資     本     金

(1) 735,551

735,551

7.剰     余     金

(1)

(ｲ) 604,737

604,737

(2)

(ｲ) 4,833

4,833

609,570

1,345,121

8,299,586

負　　債　　の　　部

企 業 債

固 定 負 債

流 動 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金

未 払 金

前 受 金

引 当 金

負 債 合 計

繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計

資　　本　　の　　部

自 己 資 本 金

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

国 庫 補 助 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

負 債 ・ 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 合 計

－15－



１　収益的収入及び支出
（1）収入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

1

2 他会計負担金

1

2

3

3

2

2

1

1

2

1

5

1

6
1

7

1

3

2
1

（2）支出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

23

2

11

13

15

16

雑収益

特別利益

過年度損益修正益

70

0

消費税及び地方
消費税還付金

他会計補助金

△ 55

16,000 20,000

50

17,187

電気工作物保安管理 291

浄化センター維持管理 41,80861,681

1,515

児童手当負担金

人件費負担金

人件費負担金

指定工事店等登録手数料等

前年度 比　較本年度

81,336

89,706 6,892

7,190

款　項　目

下水道事業収益

備　　　考

332,238 314,610 17,628

節

548

区　　分

7,822

下水道使用料

96,598

その他営業収益 110

140

88,526

受取利息

営業外収益

7,962

235,590 224,854

営業収益

金　額

5,102

2,500

水道事業会計負
担金

2 0

一般会計負担金

手数料

△ 438

農業集落排水特
別会計負担金

預金利息

下水道使用料

126,000 116,000 10,000

一般会計補助金

2

10,736

5050

50 0

△ 4,000

88,526

360

110

2

備　　　考
区　　分 金　額

126,000

16,000

下水道事業費用 315,574 21,449

款　項　目

50

営業費用 311,714 290,184 21,530

49

80,022

管渠費 500 500 0

路面復旧費

処理場費

備消品費

光熱水費

通信運搬費

収入及び支出の見積基礎

長期前受金戻入 93,518 88,727 4,791

法定水質検査

65,139 14,883

119

比　較
節

70

長期前受金戻入 93,518

294,125

125

消費税及び地方
消費税還付金

その他雑収益

過年度損益修正益

本年度 前年度

その他業務委託 388

500 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

委託料

中継ポンプ電気代

電話代

20

212浄化センター警備保障

280

汚泥処分業務

維持管理支援業務
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18

19

20

24

33

36

3

26

36

4

1

2

3

4

5

7

8

10

11

12

14

15

16

17

18

31

32

33

34

5

38

6

40

2

1

43

3

46

3

3

49

4

1

備　　　考
区　　分 金　額

手当等 6,213

動力費 14,759

2,204

使用料

比　較

2

779

賃借料

保険料

前年度

1,353

修繕費

款　項　目 本年度

工事請負費

時間外勤務手当

1,000

総係費 38,835 37,167 1,668

業務費 740

プリンタートナー等

節

会計年度任用職員報酬

勤勉手当

マンホールポンプ借地料

1,532

扶養手当

通勤手当

期末手当

水量計

47

227

決算書等

使用料

法定福利費 4,077

報酬

備消品費 374

1,704

132

旅費 166 町村下水道協議会全国大会旅費等

委託料

43

燃料費 公用車ガソリン代

通信運搬費

融資あっせん利子補給

郵送料

手数料

125

保険料

処理場設備

公用車任意保険

3,391

191,568 186,638 4,930

3,300

49

減価償却費

0

過年度損益修正損

10

△ 81

支払利息

50

10その他営業外費用

特別損失

0

営業外費用 3,310

予備費 500 500 0

3,381

50

印刷製本費

汚泥脱水機分解整備工事

740

260

補助交付金

庁舎・駐車場等使用料

給料

0

工事請負費 440

材料費 300

管理職手当 1,008

賞与引当金繰入額

法定福利費引当金繰入額

191,568

29

負担金

使用料、受益者負担金

3,300

有形固定資産減価償却費

△ 81

企業債利息

50 50

予備費 500 500 0

0

過年度損益修正損 50 過年度損益修正損

144

13,184

処理場及び場外ＭＰ

職員　3人

井戸水用メーター設置費

738

設備修繕費

施設情報システム使用料等

建物共済保険料

5,995

1,037

1,887

90

35

口座振替手数料、水道事業会計事務手数料

922

雑支出 10

209

管路台帳更新、料金システム更新

27

貸倒引当金繰入額

359

共済組合負担金 3,762

互助会負担金

災害補償基金負担金

退職給付費 2,242

町村下水道全国大会、下水道協会等

退職手当負担金 2,242

退職給付費引当金繰入額 -

児童手当 360

　　〃　（追加費用） 253

資産減耗費

固定資産除却費 49

49 0
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２　資本的収入及び支出

（1）収入 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

1

3

1

1

4

1

1

2

1

5

1

1

6

1

1

（2）支出 （単位：千円、消費税及び地方消費税込）

1

1

1

1

2

4

8

11

16

18

退職給付費 1,659

款　項　目 備　　　考
区　　分 金　額

408,254 △ 48,114

企業債 166,300

企業債

本年度

下水道資本的収入 360,140

企業債 166,300 下水道事業債

前年度 比　較
節

225,500 △ 59,200

国庫補助金 150,000 133,500 16,500

国庫補助金 150,000 社会資本整備総合交付金

受益者負担金 14,840

受益者負担金 14,840 10,432 4,408

一般会計負担金 9,000 舗装復旧工事負担金

一般会計負担金 9,000 12,000 △ 3,000

20,000

一般会計出資金 20,000 20,000 0

款　項　目 本年度 前年度 比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

下水道資本的支出 509,399 541,509 △ 32,110

建設改良費 376,819 419,666 △ 42,847

施設建設改良費 376,819 419,666 △ 42,847

給料 9,756 職員　3人

一般会計出資金

手当等 4,837 扶養手当 240

通勤手当 99

他会計負担金 9,000 12,000 △ 3,000

事業費負担金

31,060 現場技術監理 13,000

　　〃（追加費用） 176

災害補償基金負担金 31

退職手当負担金

互助会負担金

その他設計業務等 3,060

水道移設工事設計他 15,000

共済組合負担金 2,811

時間外勤務手当 591

期末手当 2,279

負担金及び分担金 14,840 17,254 △ 2,414

使用料

備消品費

他会計出資金

委託料

補助金 150,000 133,500 16,500

20,000 20,000 0

勤勉手当 1,628

195 建設物価、積算図書等

20

15 実施設計単価表

法定福利費 3,038

0 6,822 △ 6,822

松山市負担金 0

166,300 225,500 △ 59,200
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19

27

36

2

1

57

工事請負費 325,346 高尾田地区面整備 157,000

賃借料 813

公用車2台 407

積算システム 406

電線移転等

無停電電源装置取替工事 2,761

重光地区面整備 45,000

舗装復旧工事 29,000

八倉地区面整備

企業債償還金 132,580 121,843 10,737

企業債償還金

企業債償還金 132,580

132,580 121,843 10,737

補償費 100

款　項　目 本年度 前年度 比　較
節

備　　　考
区　　分 金　額

58,000

その他(枝線・単独) 31,000

汚泥貯留槽攪拌機取替工事 2,585
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